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 熊本県薬事法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 
  平成２２年１月２６日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
熊本県規則第４号 
   熊本県薬事法施行細則の一部を改正する規則 
 熊本県薬事法施行細則（平成１４年熊本県規則第１１号）の一部を次のように改正する。 
 第１条の次に次の１条を加える。 
 （定義） 
第１条の２ この規則で使用する用語は、法、政令及び省令で使用する用語の例による。 
 第２条を次のように改める。 
 （書類提出の手続） 
第２条 法、政令、省令及びこの規則の規定により知事に提出する書類のうち次に掲げる

書類は、１通（第２号に掲げる書類で熊本県保健所長を経由するものにあっては、２通）
とし、直接知事に、又は熊本県保健所長を経由して知事に提出するものとする。 

第１１８７６号 

平成 22 年 1 月 26 日(火)

（毎週 火･金発行） 

 規  則 
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 （１）登録販売者試験の受験の申請に係る書類 
 （２）販売従事登録に関する申請及び返納に係る書類 
２ 法、政令、省令及びこの規則の規定により知事に提出する書類のうち次に掲げる書類

は、１通（第１号に掲げる書類のうち法第１４条第１項、第９項及び第１０項の規定に
よる医薬品等の製造販売の承認に関する申請及び届出並びに法第１４条の９の規定に
よる医薬品等の製造販売の届出に係る書類にあっては、２通）とし、直接知事に提出す
るものとする。 

 （１）政令第８０条第２項の規定により知事が行うこととされた事務に関する申請、届  
   出及び返納に係る書類 
 （２）配置販売業に係る医薬品の販売業の許可に関する申請、届出及び返納に係る書類 
 （３）配置従事の届出に係る書類 
 （４）配置従事者の身分証明書（第６条において「身分証明書」という。）の交付に関  
   する申請、届出及び返納に係る書類 
３ 法、政令、省令及びこの規則の規定により知事に提出する書類（前２項に規定する書

類を除く。）は、１通（政令第８０条第１項の規定により知事が行うこととされた事務
に係る書類のうち法第１４条の９の規定による医薬品等の製造販売の届出に係る書類
にあっては、２通）とし、薬局、店舗販売業に係る店舗（当該店舗の所在地が熊本市の
区域にある場合を除く。）又は卸売販売業若しくは高度管理医療機器、特定保守管理医
療機器若しくは管理医療機器の販売業若しくは賃貸業に係る営業所の所在地を管轄す
る熊本県保健所長（当該薬局又は当該営業所の所在地が熊本市の区域にある場合にあっ
ては直接知事）に提出するものとする。ただし、次に掲げる書類は、２通とし、当該薬
局、当該店舗又は当該営業所の所在地を管轄する熊本県保健所長を経由して知事（当該
薬局又は当該営業所の所在地が熊本市の区域にある場合にあっては直接知事）に提出す
るものとする。 

 （１）次に掲げる許可の申請に係る書類 
  ア 薬局の開設の許可 
  イ 店舗販売業又は卸売販売業に係る医薬品の販売業の許可 
  ウ 高度管理医療機器又は特定保守管理医療機器の販売業又は賃貸業の許可 
 （２）政令第８０条第１項の規定により知事が行うこととされた事務のうち次に掲げる  
   許可又は承認の申請に係る書類 
  ア 製造販売業の許可 
  イ 製造業の許可 
  ウ 医薬品等の製造販売の承認 
 （３）次条及び第４条に規定する書類 
４ 法、政令及び省令の規定により知事を経由して厚生労働大臣又は政令第５８条に規定

する検定機関に提出する書類は、３通（政令第１２条第１項及び第１３条第１項の規定
による医薬品等の製造業の許可証の書換え交付及び再交付に関する申請並びに政令第
１４条第１項の規定による医薬品等の製造業の許可証の返納、法第４３条の規定による
医薬品又は医療機器の検定に関する申請並びに法第６８条の２の規定による生物由来
製品の製造管理者の承認に関する申請に係る書類にあっては、２通）とし、直接知事に
提出するものとする。 

 第３条の見出し中「薬局管理者の薬局外業務従事」を「薬局の管理者等の薬局等外業務
従事」に改め、同条第１項中「（法第２７条において準用する場合を含む。）」を「、第
２８条第３項ただし書又は第３５条第３項ただし書」に、「薬局等外薬事従事許可申請書」
を「薬局（店舗、営業所）外薬事従事許可申請書」に改め、同条第２項中「薬局等外薬事
従事許可証」を「薬局（店舗、営業所）外薬事従事許可証」に改める。 
 第４条の見出し中「書換申請」を「書換交付申請」に改め、同条第１項中「者が、その
氏名又は住所を変更したときは、薬局等外薬事従事許可証書換交付申請書」を「者は、当
該許可証の記載事項に変更を生じたときは、速やかに、薬局（店舗、営業所）外薬事従事
許可証書換交付申請書」に改め、同条第２項中「薬局等外薬事従事許可証再交付申請書」
を「薬局（店舗、営業所）外薬事従事許可証再交付申請書」に改め、「知事に」の次に「許
可証の」を加え、「の申請を行う」を「を申請する」に改め、同条第４項中「薬局等外薬
事従事廃止届」を「速やかに、薬局（店舗、営業所）外薬事従事廃止届」に、「、速やか
に知事」を「知事」に改める。 
 第５条から第８条までを削る。 
 第９条中「別記第７号様式」を「別記第６号様式」に改め、同条を第５条とする。 
 第１０条の見出し中「書換え交付及び再交付」を「書換交付申請等」に改め、同条第１
項中「配置販売業者又はその配置員は、法第３３条の規定により交付を受けた配置従事者
身分証明書（以下「身分証明書」という。）」を「身分証明書の交付を受けた者は、当該
身分証明書」に改め、「ときは」の次に「、速やかに」を加え、「別記第８号様式」を「別
記第７号様式」に、「第１５７条に規定する」を「第１５１条第２項第１号に掲げる」に
改め、「（以下「写真」という。）」を削り、「、速やかに知事」を「知事」に改め、同
条第２項中「別記第９号様式」を「別記第８号様式」に改め、「知事に」の次に「身分証
明書の」を加え、「の申請を行う」を「を申請する」に改め、同条に次の１項を加え、同
条を第６条とする。 
３ 身分証明書の交付を受けた者は、次の各号のいずれかに該当するときは、速やかに、

身分証明書（第３号に該当する場合にあっては、発見した身分証明書）を知事に返納し
なければならない。 
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 （１）医薬品の配置販売に従事しなくなったとき。 
 （２）身分証明書の有効期限を経過したとき。 
 （３）身分証明書の再交付を受けた後、紛失した身分証明書を発見したとき。 
 第１１条を削る。 
 第１２条中「法第３６条の４第１項の規定による試験（以下「登録販売者試験」という。）」
を「登録販売者試験」に、「別記第１０号様式」を「別記第９号様式」に改め、同条を第
７条とする。 
 第１３条中「別記第１１号様式」を「別記第１０号様式」に改め、同条を第８条とする。 
 第１４条中「別記第１２号様式」を「別記第１１号様式」に改め、同条を第９条とし、
同条の次に次の１条を加える。 
 （登録販売者試験の停止等） 
第１０条 知事は、受験者が登録販売者試験に関して不正な行為をした場合は、その者の

受験を停止させ、又はその合格を取り消すものとする。 
 第１５条を削る。 
 第１６条中「別記第１３号様式」を「別記第１２号様式」に改め、同条を第１１条とし、
第１７条を第１２条とする。 
 別記第１号様式中「薬局等外薬事従事許可申請書」を「薬局（店舗、営業所）外薬事従
事許可申請書」に改め、「下記のとおり、」を削り、「薬局等」を「薬局（店舗、営業所）」
に、「、業として薬局等の管理その他の」を「業として薬局（店舗、営業所）の管理その
他」に、「従事したいので許可くださるよう申請します」を「従事するために薬事法第７
条第３項ただし書（第２８条第３項ただし書、第３５条第３項ただし書）の許可を受けた
いので、下記のとおり申請します」に、「管理薬剤師」を「薬局の管理者（店舗管理者、
営業所管理者）」に、「管理している薬局、営業所又は店舗」を「現に管理する薬局（店
舗、営業所）」に、「他に薬事に関する実務に従事しようとする業務」を「従事しようと
する業務」に、「業務所開設者氏名」を「業務所の開設者の氏名」に改め、同様式備考を
次のように改める。 
 備考 １ 氏名を自署する場合は、押印は不要です。 
    ２ この様式中不要の文字は、使途に従い抹消してください。 
 別記第２号様式を次のように改める。 
別記第２号様式（第３条関係） 
                          熊本県指令  第    号  
                         住所              
                          氏名             
 

薬局（店舗、営業所）外薬事従事許可証 
 
       年  月  日付けで申請があった現に管理する薬局（店舗、営業所）以

外の場所で業として薬局（店舗、営業所）の管理その他薬事に関する実務に従事するこ
とについては、薬事法第７条第３項ただし書（第２８条第３項ただし書、第３５条第３
項ただし書）の規定により、次の表のとおり許可します。 

    年  月  日 
 

熊本県知事 

住      所  薬局の管理者 

（店舗管理者、

営業所管理者） 氏      名  

業 務 の 種 別  

名      称  

 

現に管理してい

る薬局（店舗、

営業所） 

 
所   在   地  

業 務 の 種 別  

業 務 の 内 容  

業務所の開設者の

氏      名 

（法人にあっては

名称及び代表者名）

 

 

 

 

 

 

 

 

従事する業務 

業務所の名称  
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業務所の所在地  

従事期間  

従事時間  

 別記第３号様式中「薬局等外薬事従事許可証書換交付申請書」を「薬局（店舗、営業所）
外薬事従事許可証書換交付申請書」に、「熊本県薬事法施行細則」を「薬局（店舗、営業
所）外薬事従事許可証の記載事項に変更を生じたので、熊本県薬事法施行細則」に、「、
下記」を「下記」に、「書換交付」を「薬局（店舗、営業所）外薬事従事許可証の書換交
付」に、  
「 

名      称  管理している店

舗 
所   在   地  

名      称  

所   在   地  

 

 

 

従事を許可され

た業務 

内      容  

 

 

 

 

 を

 

 

                                   」  
「 

業 務 の 種 別  

名      称  

 

現に管理してい

る薬局（店舗、

営業所） 
所   在   地  

業 務 の 内 容  

業務所の名称  

 

 

従事を許可され

た業務 

業務所の所在地  

 

 

 

 

  に、

 

 

 

                                   」  
「許可番号」を「許可の番号」に改め、同様式備考を次のように改める。 
 備考 １ 氏名を自署する場合は、押印は不要です。 
    ２ この様式中不要の文字は、使途に従い抹消してください。 

別記第４号様式中「薬局等外薬事従事許可証再交付申請書」を「薬局（店舗、営業所）
外薬事従事許可証再交付申請書」に、「熊本県薬事法施行細則」を「薬局（店舗、営業所）
外薬事従事許可証の再交付を受けたいので、熊本県薬事法施行細則」に、「、下記」を「下
記」に改め、「許可証の再交付を」を削り、  
「 

名      称   

管理している店

舗 所   在   地  

名      称  

所   在   地  

 

 

 

 

 

 

 

 

従事を許可され

た業務 

内      容  

 

 

 

 

 を

 

 

                                   」  
「 

業 務 の 種 別  

名      称  

 

 

 

 

 

現に管理してい

る薬局（店舗、

営業所） 
所   在   地  
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業 務 の 内 容  

業務所の名称  

 

 

 

 

 

従事している業

務 

業務所の所在地  

 に、

 

 

                                   」  
「許可番号」を「許可の番号」に改め、同様式備考を次のように改める。 
備考 １ 氏名を自署する場合は、押印は不要です。 
   ２ この様式中不要の文字は、使途に従い抹消してください。 
 別記第５号様式中「薬局等外薬事従事廃止届」を「薬局（店舗、営業所）外薬事従事廃
止届」に改め、「印」を削り、「下記のとおり、許可を受けた」を「許可を受けた薬局（店
舗、営業所）の管理その他」に、「第４条第３項」を「第４条第４項」に、「許可証」を
「許可証を」に改め、「うえ」の次に「下記のとおり」を加え、「従事を許可された」を
「従事していた」に、「名称」を「業務の内容」に、「所在地」を「業務所の名称」に、
「内容」を「業務所の所在地」に、「許可番号」を「許可の番号」に改め、同様式備考を
次のように改める。 
 備考 この様式中不要の文字は、使途に従い抹消してください。 
 別記第６号様式から別記第８号様式までを次のように改める。 
別記第６号様式（第５条関係） 

配置従事届出書 
 
                                年  月  日  
 

熊本県知事    様 
 
                       届出者 住所            
                           氏名            
 
  医薬品の配置販売に従事するので、薬事法第３２条の規定により下記のとおり届け出  
 ます。 

記 

氏      名

（法人にあっては

名称及び代表者名）

  

 

 

配置販売業者 
住      所

（法人にあっては

主たる事務所の所

在地） 

 

氏      名  

住      所  

 

配置販売に従事

する者 

電 話 番 号  

    月  日から

  月  日まで

                市 

                郡 

    月  日から

  月  日まで

                市 

                郡 

 

 

 

配置販売に従事する期間及び区域 

    月  日から

  月  日まで

                市 

                郡 

備              考  

 

 

 

 に、

 

 

 

 

」 

（日本工業規格Ａ４）    
 

別記第７号様式（第６条関係） 
配置従事者身分証明書書換交付申請書 
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                                年  月  日  
 

熊本県知事    様 
 
                       申請者 住所            
                           氏名        印   
 
配置従事者の身分証明書の記載事項に変更を生じたので、熊本県薬事法施行細則第６条第
１項の規定により下記のとおり配置従事者の身分証明書の書換交付を申請します。 

記 

氏      名

（法人にあっては

名称及び代表者名）

  

 

 

配置販売業者 
住      所

（法人にあっては

主たる事務所の所

在地） 

 

氏      名  

住      所  

 

配置販売に従事

する者 

電 話 番 号  

身分証明書の番号及び発行年月日       第  号    年  月  日 

事 項     変更前      変更後  

 

変更

内容 

  

 

 

 

変   更   年   月   日                       年  月  日 

備              考  

備考 氏名を自署する場合は、押印は不要です。 
（日本工業規格Ａ４）    

別記第８号様式（第６条関係） 
配置従事者身分証明書再交付申請書 

 
                                年  月  日  
 

熊本県知事    様 
 
                       申請者 住所            
                           氏名        印   
 
配置従事者の身分証明書の再交付を受けたいので、熊本県薬事法施行細則第６条第２項の
規定により下記のとおり申請します。 

記 

氏      名 

（法人にあっては

名称及び代表者名）

  

 

 

配置販売業者 
住      所 

（法人にあっては

主たる事務所の所

在地） 
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氏      名  

住      所  

配置販売に従事

する者 

電 話 番 号  

身分証明書の番号及び発行年月日       第  号    年  月  日 

 

再交付の申請の理由 

 

 

備              考  

備考 氏名を自署する場合は、押印は不要です。 
（日本工業規格Ａ４）    
 別記第９号様式を削る。 
 別記第１０号様式中「第１２条関係」を「第７条関係」に、「・氏名」を「、氏名」に
改め、同様式を別記第９号様式とする。 
 別記第１１号様式中「第１３条関係」を「第８条関係」に改め、同様式を別記第１０号
様式とする。 
 別記第１２号様式中「第１４条関係」を「第９条関係」に改め、同様式を別記第１１号
様式とする。 
 別記第１３号様式中「第１６条関係」を「第１１条関係」に改め、同様式を別記第１２
号様式とする。 
   附 則 
 （施行期日） 
１ この規則は、公布の日から施行する。 
 （経過措置） 
２ この規則による改正前の熊本県薬事法施行細則（以下「旧規則」という。）第３条第

２項の規定により交付された薬局等外薬事従事許可証及び旧規則第１３条の規定によ
り交付された合格通知書は、この規則による改正後の熊本県薬事法施行細則（以下「新
規則」という。）第３条第２項の規定により交付された薬局（店舗、営業所）外薬事従
事許可証及び新規則第８条の規定により交付された合格通知書とみなす。 

３ この規則の施行の際現に旧規則の規定により提出されている申請書その他の書類は、
新規則の相当規定により提出された申請書その他の書類とみなす。 

 
 
 
 
 
熊本県告示第８１号 
  地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３ 
７２号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり競争入札に参 
加する者に必要な資格等について告示する。 
    平成２２年１月２６日 
                                              熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１   調達物品及び数量 
  空港用化学消防ポンプ自動車  １台 
２   入札参加資格 
  物品購入契約等及び業務委託契約に係る競争入札参加者の資格等に関する要綱（平成 
 １８年熊本県告示第５２１号。以下「審査要綱」という。）第５条第２項の規定により、 
 入札参加資格を有すると決定された者であること。 
    なお、入札参加資格を有しない者で本競争入札に参加を希望するものは、３に掲げる 
 ところにより、審査要綱第５条第２項の規定による審査を受け、入札参加資格を得るこ 
 と。 
３   入札参加資格を得るための申請方法等 
  (１)   申請の方法 
        ２に掲げる入札参加資格を有しない者で本競争入札に参加を希望するものは、審 
   査要綱に定める入札参加資格審査申請書（本競争入札参加のための申請である旨を 
   明示すること。）に必要書類を添付し、３の(２)の場所へ持参又は郵送（書留郵便  
   に限る。）により提出すること。 
  (２)   入札参加資格審査申請書の入手先及び提出場所並びに申請に関する問い合わせ先  
      熊本県出納局管理調達課管理審査班（県庁行政棟本館２階） 
      郵便番号   ８６２－８５７０   熊本市水前寺六丁目１８番１号 
      電話   ０９６－３３３－２５８１（ダイヤルイン） 

 告  示 
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  (３)   入札参加資格審査申請書の受付期間 
        公告の日から平成２２年２月１６日（火）までの（閉庁日を除く｡)の午前８時 
   ３０分から午後５時までとする。 
    ただし、受付期間の終了後も入札の日時まで随時受け付けるが、この場合には、 
   入札参加資格の審査が入札に間に合わないことがある。 
  (４)   資格審査結果の通知 
        資格審査の結果は、資格審査結果通知書により通知する。 
  (５)   入札参加資格の有効期間 
        入札参加資格の有効期間は、資格審査結果通知書に記載する登録日から平成２３ 
   年３月３１日までとする。 
  (６)   有効期間の更新手続 
        前項の有効期間の更新を希望する者に対しては、審査要綱に基づく入札参加資格 
   審査申請の受付を平成２３年１月４日から平成２３年１月３１日まで行う。 

 
 
熊本県告示第８２号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、次のように保 
安林の指定をする。 
  平成２２年１月２６日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 保安林の所在場所 熊本県天草市河浦町立原字矢房６５３番、６５４番３、６５４番 
 ４、６５７番、６５８番、６６２番、６６３番、６８５番１、６８９番、６９０番、字 
 大久保１０３４番、１０６５番、１０６６番、１０７４番 
２ 指定の目的 土砂の流出の防備 
３ 指定施業要件 
 （１）  立木の伐採の方法 
  ア 次の森林については、主伐は、択伐による。 
    字矢房６５４番３、６５４番４、６５３番・６５７番・６５８番・字大久保１０ 
   ３４番・１０６５番・１０６６番・１０７４番（以上７筆について次の図に示す部 
   分に限る。） 
  イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。 
  ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２）  立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
部森林保全課及び熊本県天草地域振興局並びに天草市役所に備え置いて縦覧に供する。） 

 
 
熊本県告示第８３号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、次のように保 
安林の指定をする。 
  平成２２年１月２６日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 保安林の所在場所 熊本県天草郡苓北町年柄字切跡谷３６０番４０ 
２ 指定の目的 土砂の流出の防備 
３ 指定施業要件 
 （１）  立木の伐採の方法 
  ア 次の森林については、主伐は、択伐による。 
    字切跡谷３６０番４０（次の図に示す部分に限る。） 
  イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。 
  ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２）  立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
部森林保全課及び熊本県天草地域振興局並びに苓北町役場に備え置いて縦覧に供する。） 

 
 
熊本県告示第８４号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、次のように保 
安林の指定をする。 
  平成２２年１月２６日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 保安林の所在場所 熊本県天草郡苓北町志岐字大谷口２０６４番２７ 
２ 指定の目的 水源のかん養 
３ 指定施業要件 



 平成 22 年 1 月 26 日 火曜    熊 本 県 公 報          第１１８７６号 9 

 （１）  立木の伐採の方法 
  ア 次の森林については、主伐は、択伐による。 
    字大谷口２０６４番２７（次の図に示す部分に限る。） 
  イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。 
  ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２）  立木の伐採の限度 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
部森林保全課及び熊本県天草地域振興局並びに苓北町役場に備え置いて縦覧に供する。） 

 
 
熊本県告示第８５号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、次のように保 
安林の指定をする。 
  平成２２年１月２６日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 保安林の所在場所 熊本県天草市枦宇土町字下仁谷野９３３番５、９４４番１、９４ 
 ９番、９５０番、９５２番、９７３番１、９７８番 
２ 指定の目的 水源のかん養 
３ 指定施業要件 
 （１）  立木の伐採の方法 
  ア 次の森林については、主伐は、択伐による。 
    字下仁谷野９４９番、９５０番、９７８番、９３３番５・９４４番１・９５２番 
   ・９７３番１（以上４筆について次の図に示す部分に限る。） 
  イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。 
  ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２）  立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
部森林保全課及び熊本県天草地域振興局並びに天草市役所に備え置いて縦覧に供する。） 

 
 
熊本県告示第８６号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、次のように保 
安林の指定をする。 
  平成２２年１月２６日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 保安林の所在場所 熊本県上天草市松島町今泉字銭亀１１６９番、１１７０番１、１ 
 １７１番２、１１７４番、１１７５番１、１１７５番３、１１８２番２ 
２ 指定の目的 土砂の流出の防備 
３ 指定施業要件 
 （１）  立木の伐採の方法 
  ア 次の森林については、主伐は、択伐による。 
    字銭亀１１７１番２、１１６９番・１１７４番・１１７５番３・１１８２番２（ 
   以上４筆について次の図に示す部分に限る。） 
  イ その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。 
  ウ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市 
   町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。 
  エ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。 
 （２）  立木の伐採の限度 次のとおりとする。 
 （「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を熊本県農林水産 
部森林保全課及び熊本県天草地域振興局並びに上天草市役所に備え置いて縦覧に供する。） 

 
 
熊本県告示第８７号 
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、次のとおり道路
の区域を変更する。 
 その関係図面は、平成２２年１月２６日から６０日間、熊本県土木部道路保全課におい
て一般の縦覧に供する。 
  平成２２年１月２６日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 道路の種類、路線名及び区域を変更する区間等 

道路の種類 路 線 名 区 域 を 変 更 す る 区 間 前

後

幅 員 

(ﾒｰﾄﾙ) 

延 長 

(ﾒｰﾄﾙ) 

備 考 
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前

 13.0 

  ～ 

 17.0  

 

 127.0 

  

 13.0 

  ～ 

 17.0  

 

 127.0 

  

一般国道 ２１８号 下益城郡美里町馬場 

    ８２０番１地先から 

同町堅志田 

    ４３番地先まで  

 

後

  7.5 

  ～ 

 25.0 

 

 166.0 

道路法

第２４

条工事

（仮設

道路設

置） 

 

前

 11.0 

  ～ 

 11.8 

 

  31.7 

一般国道 ２１９号 球磨郡球磨村大字一勝地丁字

向淋 

  ５０３番地先から 

同所 

  ５０３番地先まで 

 

後

 12.2 

  ～ 

 13.0 

 

  31.7 

交安統

合（歩道

設置） 

 

前

 11.0 

  ～ 

 11.0 

 

  58.0 

主要地方道 八代鏡宇

土線 

宇城市小川町住吉字四番割 

  ２６１番１地先から 

同所 

  ２６６番１地先まで  

後

 11.0 

  ～ 

 12.0 

 

  58.0 

道路法

第２４

条工事

（右折

レーン

設置） 

２ 区域を変更する期日 平成２２年１月２６日 
 

 
熊本県告示第８８号 
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、次のとおり道路
の区域を変更する。 
 その関係図面は、平成２２年１月２６日から６０日間、熊本県土木部道路保全課におい
て一般の縦覧に供する。 
  平成２２年１月２６日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 道路の種類、路線名及び区域を変更する区間等  
道路の種類 路 線 名 区 域 を 変 更 す る 区 間 前

後

幅 員 

(ﾒｰﾄﾙ) 

延 長 

(ﾒｰﾄﾙ) 

備 考 

 

前

 29.3 

  ～ 

 64.8 

 

 59.0 

  

一般国道 ４４５号 八代市泉町葉木字葉木 

    ９２番８地先から 

同所 

    ９２番２地先まで  

後

 33.7 

  ～ 

190.1  

 

 59.0 

 

前

 11.6 

  ～ 

 32.1 

 

 84.0 

主要地方道 宮原五木

線 

八代市東陽町河俣字柳 

    ４５６１番１地先から 

同所 

  ４５５５番１地先まで  

後

 12.3 

 ～ 

 32.1 

 

 84.0 

 

前

  4.1 

  ～ 

 23.9 

 

111.0 

八代市泉町柿迫字川屋谷 

  ６０２３番１地先から 

同所 

  ６０２１番６地先まで  

後

  9.8 

  ～ 

 36.5 

 

111.0 

一般県道 

 

 

 

 

 

 

 

樅木河合

場線 

 

 

 

 

 

 

八代市泉町柿迫字一ツ氏 

  ６２１８番１地先から 

 

前

  4.4 

  ～ 

 

 51.0 

緊道整

Ｂ防災

（落石

防護工）
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  13.7   

 

 

 

 

 

同所 

  ６２２１番地先まで 

 
 

後

 13.7 

  ～ 

 

 51.0 

 

 

 

     52.7   
２ 区域を変更する期日 平成２２年１月２６日 

 
 
熊本県告示第８９号 
 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、次のとおり道路
の供用を開始する。 
 その関係図面は、平成２２年１月２６日から６０日間、熊本県土木部道路保全課におい
て一般の縦覧に供する。 
  平成２２年１月２６日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 道路の種類、路線名及び供用を開始する区間等 

道路の種類 路 線 名   供 用 を 開 始 す る 区 間  延  長 

(メートル) 
備 考 

一般国道 ２１８号 下益城郡美里町馬場 

          ８２０番１地先から 

同町堅志田 

          ４３番地先まで 

   166.0 道路法

第２４

条工事

（仮設

道路） 
一般国道 ５０１号 熊本市中島町字居屋敷 

          １３２２番地先から 

同市無田口町字東小新開 

          １７２７番１地先まで 

   270.0 交通連

携推進

（仮設

道路） 
２ 供用を開始する期日 平成２２年１月２７日 

 
 
熊本県告示第９０号 
 熊本県収入証紙条例（昭和３９年熊本県条例第２４号）第５条第１項の規定により売り
さばき人を次のように指定したので、同条第３項の規定により告示する。 
  平成２２年１月２６日                          
                                                熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

      住     所          名称及び代表者氏名         指定年月日 

  天草市東浜町８番１号   
   

天草市職員労働組合     

 執行委員長 橋口三智夫  
平成２２年１月１９日 

 
 
熊本県告示第９１号 
  地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令（平成７年政令第３
７２号）の規定が適用される調達契約の締結が見込まれるので、次のとおり競争入札に参
加する者に必要な資格等について告示する。 
    平成２２年１月２６日 
                                   熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１  競争入札に付する事項 
   平成２２年度熊本県庁舎等清掃業務委託  一式 
２  入札参加資格 
    物品購入契約等及び業務委託契約に係る競争入札参加者の資格等に関する要綱（平成 
 １８年熊本県告示第５２１号。以下「要綱」という。）第５条第２項の規定により、入 
 札参加資格を有すると決定された者であること。 
    なお、入札参加資格を有しない者で本競争入札に参加を希望するものは、３に掲げる 
 ところにより、要綱第５条第１項の規定による資格審査を受け、入札参加資格を得るこ 
 と。 
３  入札参加資格を得るための申請方法等 
  (１)  申請の方法 
        ２に掲げる入札参加資格を有しない者で本競争入札に参加を希望するものは、要 
   綱第３条第１項に定める入札参加資格審査申請書（本競争入札参加のための申請で 
   ある旨を明示すること。）に必要書類を添付し、３の（２）の場所に持参又は郵送 
   （書留郵便に限る。）により提出すること。 
  (２)  入札参加資格審査申請書の入手先及び提出先並びに申請に関する問い合わせ先 
      熊本県出納局管理調達課管理審査班（県庁行政棟本館２階） 
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      郵便番号  862-8570  熊本市水前寺六丁目１８番１号 
      電話 096-333-2581（ダイヤルイン） 
  (３)  入札参加資格審査申請書の受付期間 
        平成２２年１月２６日（火）から平成２２年２月８日（月）まで（閉庁日を除く。） 
   の午前８時３０分から午後５時までとする。 
        ただし、受付期間の終了後も入札日時まで随時受け付けるが、この場合には、資 
   格審査が入札に間に合わないことがある。 
  (４)  資格審査結果の通知 
        資格審査の結果は、資格審査結果通知書により通知する。 
  (５)  入札参加資格の有効期間 
        入札参加資格の有効期間は、資格審査の結果を通知した日から平成２３年３月３ 
   １日までとする。 
  (６)  有効期間の更新手続 
        前項の有効期間の更新を希望する者に対しては、要綱に基づく入札参加資格審査 
   申請の受付を平成２３年１月４日から平成２３年１月３１日まで（閉庁日を除く。）  
   行う。 
 
 
 
 
 
熊本県公告第３４号 
 森林法（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第３０条の２ 
の規定により通知する次の者については、その所在が不分明なので、同法第１８９条の規 
定により、当該通知の内容を美里町役場に掲示する。 
  平成２２年１月２６日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 所在の不分明な者の氏名 
  光永 実 
２ 通知の趣旨 
  (１) 保安林の指定施業要件を変更する予定であること。 
  (２)   保安林の所在場所、指定の目的及び指定施業要件については、平成２１年１２月 
   ２５日付け熊本県告示第１１５１号による。 

 
 
熊本県公告第３５号   
 次のとおり一般競争入札に付する。なお、本公告は入札説明書を兼ねる。 
  平成２２年１月２６日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫 
１ 入札に付する事項 
 （１）  調達物品及び数量 
    空港用化学消防ポンプ自動車  １台 
 （２）  調達物品の仕様等 
    空港用化学消防ポンプ自動車調達仕様書のとおり 
 （３）  納入期限 
     平成２２年１１月３０日（火） 
 （４）  納入場所 
      熊本県天草市五和町城河原１丁目２０８０－５    
      熊本県天草飛行場   
 （５）  入札金額 
      入札金額は、本調達物品購入に係る総額とする（搬入費、試運転調整費等納入に  
   要する一切の費用を含む。）。 
    なお、落札者決定に当たっては、入札金額に当該金額の５パーセントに相当する  
   額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとす  
   る。）を加算した金額をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消  
   費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった契約希望  
   金額の１０５分の１００に相当する金額により入札すること。 
 （６）  最低制限価格の設定 
    本競争入札には、最低制限価格を設定していない。    
 （７）  その他 
    ア 本競争入札は、電子入札システムを利用して行う電子入札対象案件であるが、  
    電子入札システムに利用者登録が完了していない者は、紙入札方式による入札（ 
    書面による入札をいう。）により参加できる。 
      なお、入札参加者側のシステム障害等のやむを得ない事情があり、入札書受付  
    締切予定日時までに「熊本県電子入札システム紙入札移行承認願」を４の(１)に  
    示す場所に提出し、県（契約担当者）から承認を受けた場合は、紙入札方式によ  
    る入札により参加できるものとする。 
   イ 本競争入札は、競争入札参加資格確認のため、入札前に３に記載する競争入札  

 公  告 
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    参加資格確認申請書及び確認資料の提出が必要な入札である。 
２ 入札参加者の資格に関する事項 
  次に掲げる条件をすべて満たす者であること。 
 （１）  物品購入契約等及び業務委託契約に係る競争入札参加者の資格等に関する要綱（  
   平成１８年熊本県告示第５２１号。以下「要綱」という。）第５条第２項の規定に    
   より入札参加資格を有すると決定された者であること。    
 （２）  納入しようとする物品の仕様を示す書類を天草空港管理事務所へ提出し、審査を    
   受け、本調達物品の仕様に適合している証明（空港用化学消防ポンプ自動車入札関    
   係様式（以下「入札関係様式」という｡)に定める「仕様適合証明願（書）」による。） 
   を受けた者であること。    
     なお、天草空港管理事務所の審査を受ける期間は、公告の日から平成２２年２月   
   ２２日（月）までの日（閉庁日を除く｡)の午前８時３０分から午後５時までとする。 
    ただし、審査申請の受付期間の終了後も随時受け付けるが、この場合には、証明  
   が３の「競争入札参加資格確認申請書」の提出期限に間に合わないことがある。 
 （３）  会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てを行っ  
   た者又は申立てをされた者にあっては、当該申立てに係る更生計画認可決定を受け  
   ていること。 
 （４）  民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てを行っ  
   た者又は申立てをされた者にあっては、当該申立てに係る再生計画認可決定を受け  
   ていること。 
 （５）  入札及び開札の時点において、熊本県物品購入等及び業務委託等契約に係る指名  
   停止等の措置要領（平成１４年熊本県告示第８１１号）第２条第１項の規定による  
   指名停止の期間中でないこと。 
３ 入札参加のための確認申請   
  本競争入札に参加を希望する者は、２の（２）～（５）に示す要件を満たしているか  
 の確認を受けるため、次により「競争入札参加資格確認申請書」及び確認資料（以下「申  
 請書等」という。）を提出しなければならない。 
  なお、期限までに申請書等を提出しない者及び確認の結果、要件を満たしていないと  
 認められた者は、本競争入札に参加することができない。 
 （１）  提出書類及び提出方法 
   ア 電子入札システムによる入札参加の場合     
         電子入札システムにより競争入札参加資格確認申請を行うこと。          
         この際、ＰＤＦファイル等に電子ファイル化した(ア)を添付すること。    
         ただし、(ア)を電子ファイル化できない場合は、（イ)を添付し、(ア)をファ  
     ックス等により４の(１)に記載する場所に提出すること。        
    （ア）  ２の(２)に記載する仕様適合証明願(書) 
    （イ）  提出書類目録 
   イ 紙入札方式による入札参加の場合    
         (ア)及び(イ)を４の(１)に記載する場所に持参又は郵送により提出すること。 
        (ア)   入札関係様式に定める競争入札参加資格確認申請書 
      (イ) ２の(２)に記載する仕様適合証明願(書) 
 （２）  提出期間                                                   
        公告の日から平成２２年３月１日（月）午後５時まで（閉庁日を除く。）に提出  
   すること。 
 （３）  確認結果の通知 
    確認の結果は、「競争入札参加資格確認結果通知書」により通知する。 
４ 入札執行の日時、場所等 
 （１）  契約条項を示す場所 
    熊本県出納局管理調達課契約班（県庁行政棟本館２階） 
      郵便番号   ８６２－８５７０   熊本市水前寺六丁目１８番１号 
 （２）  仕様書及び入札関係様式の閲覧（交付）方法 
      ア 閲覧（交付）の場所                                                     
          電子入札システムホームページ（入札情報公開サービスシステムの入札公告情     
    報）にて閲覧又は４の(１)に記載する場所で交付する。                   
   イ 閲覧（交付）の期間 
     公告の日から平成２２年３月１０日（水）まで閲覧に供する。交付については  
    当該期間（閉庁日を除く。）の午前８時３０分から午後５時３０分までとする。 
 （３）  入札の日時及び場所 
   ア 電子入札システムによる入札 
     ３の(３)に記載する競争入札参加資格確認結果通知書を受けた日時から、平成  
    ２２年３月９日（火）午後５時までに入札すること。 
   イ 紙入札方式による入札 
   （ア） 日時 平成２２年３月１０日（水）午前１０時 
   （イ） 場所 熊本市水前寺六丁目１８番１号 
          熊本県出納局管理調達課 入札室（県庁行政棟本館２階） 
 （４）  開札の日時及び場所 
        ４の(３)のイに同じ。 
５ 入札方法等 
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 （１）  入札方法 
   ア 電子入札システムによる入札の場合 
     ４の(３)のアの締切日時までに電子入札システムにより入札を行うこと。 
   イ 紙入札方式による入札の場合 
    入札関係様式に定める（本人用）又は（代理人用）の「入札書」により作成し、  
    ４の(３)のイの日時及び場所に持参し、提出すること。 
     ただし、代理人をして入札するときは、入札関係様式に定める「委任状」を入  
    札書と同時に提出すること。       
     なお、郵送を認めるが、次の事項に留意のうえ、必ず平成２２年３月９日（火） 
    までに４の(１)に記載する場所に必着するよう郵送（書留郵便に限る。）するこ  
    と。 
    （ア） 封筒は二重封筒とし、表封筒に「入札書在中」及び「親展」、中封筒に  
     「調達物品名」及び「開札日時」を朱書きすること。 
    （イ） 再入札を予想する場合は、中封筒に「再入札書」、「調達物品名」及び  
     「開札日時」を朱書きし、同封すること。 
 （２）  開札の方法 
        開札は、電子入札システムにおいて行う。 
        ただし、紙入札方式による入札により入札に参加した者がいる場合は、入札に参

加した者又はその代理人の立会いのもとに行うものとする。この場合において、入
札に参加した者又はその代理人が立会わない場合は、入札執行事務に関係のない職
員を立ち会わせてこれを行う。 

 （３）  入札の回数 
        入札回数は２回までとする。開札後、落札者がない場合は、再入札を行う。    
        再入札の時刻については、原則として開札時刻の１時間後に設定するので、電子

入札システムによる入札により入札に参加する者は、県から電子入札システムで送
信される「再入札通知書」を必ず確認すること。 

        なお、再入札の受付締切日時までに再入札を行わなかった者及び書面により入札
書を郵送した者で再入札書の提出がなかったものは、再入札を辞退したものとみな
す。 

 （４）  落札者の決定方法 
        有効な入札を行った者で、予定価格の制限の範囲内で最低の価格をもって申込み

をしたものを落札者とする。    
        なお、落札となるべき同価の入札をした者が２人以上ある場合は、電子入札シス

テムによる電子くじを実施し、落札者を決定する。 
 （５）  無効の入札 
        次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 
   ア 本競争入札に参加する資格を有しない者のした入札 
   イ 紙入札方式による入札において、委任状を提出しない代理人のした入札 
   ウ 紙入札方式による入札において、記名押印を欠く入札 
   エ 紙入札方式による入札において、金額を訂正した入札 
   オ 紙入札方式による入札において、誤字脱字等により意思表示が不明瞭である入  
    札 
   カ 紙入札方式による入札において、同一事項の入札について他人の代理人を兼ね  
    又は２人以上の代理をした者の入札 
   キ 紙入札方式による入札において、２以上の意思表示をした入札 
   ク 紙入札方式による入札において、くじ番号の記入がない入札 
   ケ 電子入札システムによる入札において、入札、見積及び契約権限のない者のＩ  
    Ｃカードを使用して提出された入札 
   コ 民法（明治２９年法律第８９号）第９５条に基づく錯誤による入札であると入  
    札執行者が認めた場合の入札 
   サ 明らかに連合によると認められる入札 
   シ その他入札に関する条件に違反した入札 
 （６）  入札に参加する者が連合し、又は不穏な行動をなす等の場合において、入札を公

正に執行することができないと認められるときは、当該入札参加者を入札に参加さ
せず、入札の執行を延期し、若しくはこれを取りやめることがある。 

 （７）  入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることができない。 
 （８）  その他 
        仕様書等に特段の定めがない事項については、熊本県競争契約入札心得（昭和３

９年熊本県告示第４２０号）及び熊本県電子入札（物品調達・業務委託契約等）運
用基準の規定を準用する。 

６ 契約の締結 
 （１）  契約書作成の要否 
    要 
 （２）  契約の締結期限 
    落札者決定の日から１４日以内とする。 
 （３）  落札者からの契約締結の申出期限 
    落札者決定の日から７日以内とする。 
７ 入札保証金及び契約保証金 
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 （１）  入札保証金 
        免除する。 
 （２）  契約保証金 
        契約しようとする者は、契約担当者が指定する日時までに、契約金額の１００分

の１０以上の金額（現金に代え、政府の保証のある債権、銀行が振り出し、又は支
払保証をした小切手、銀行又は契約担当者が確実と認める金融機関（銀行を除く。）
の保証書でも可）を、入札関係様式に定める契約保証金納入書を添えて納付するこ
と。 

    ただし、次のア又はイのいずれかに該当するときは、契約保証金の納付が免除さ
れる。 

    また、契約保証金は、契約上の義務を履行し、入札関係様式に定める契約保証金
還付請求書を県に提出したときに還付する。 

   ア 契約しようとする者が、契約保証金以上の金額につき、保険会社との間に県を
被保険者とする履行保証保険契約を締結し、当該履行保証保険契約に係る保険証
券を提出したとき（ただし、保険期間の終日は、納入期限以降とする。）。 

   イ 契約しようとする者が、過去２年の間に国又は地方公共団体とこの入札に付す
る事項と種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上にわたって締結し、か
つ、これらをすべて誠実に履行したことを証する書類を提出したとき。（その者
が、契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるときに限る。）。 

       なお、契約保証金の納付の免除を希望する者は、以下により契約保証金免除の申
請に必要な書類を提出し、承認を受けること。 

   （ア） 提出書類 入札関係様式に定める契約保証金免除申請書 
   （イ） 添付書類   アの場合にあっては履行保証保険証券 
             イの場合にあっては入札関係様式に定める履行証明願(書) 
   （ウ） 提出期限   落札決定の日から７日以内 
   （エ） 提出場所   ４の(１)に記載する場所 
８ その他 
 （１）  入札、契約手続等において使用する言語及び通貨 
    日本語及び日本国通貨とする。 
 （２）  本競争入札は、１９９４年４月１５日マラケシュで作成された政府調達に関する

協定の適用を受ける。 
９ Ｓｕｍｍａｒｙ    
 （1）Name and quantity of merchandise: 
   A set of Chemical fire engine 
 （2）Delivery deadline: 
   November 30th, 2010 
 （3）Place of delivery: 
   Amakusa Airport Administration Office 
   2080-5 1-chome Zyougawara Ituwa-machi Amakusa-city, 
   Kumamoto Pref. 863-2114, Japan 
 （4）Date and Place to submit a bidding proposal: 
   Date:March 10th, 2010, 10:00 a.m. 
   Place: Kumamoto Prefectural Government Treasury Bureau, 
   Management and Purchasing Division 
   （2nd floor of Prefectural Government Main building） 
 （5）Deadline for bidding proposal by mail （Registered only）: 
   Bidding proposal must arrive no later than March 9th, 2010 
 （6）Language and currency: 
   Language: Japanese 
   Currency: Japanese yen only 
 （7）Contact Section: 
   Contract Section, 
   Management and Purchasing Division Treasury Bureau Kumamoto Pref. Gov. 
   6-18-1 Suizenji, Kumamoto-City, Kumamoto Pref. 862-8570, Japan 
   Phone: 096-333-2580 

 
 
熊本県公告第３６号 
  測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第１４条第１項の
規定により玉東町長から次のとおり公共測量を実施する旨の通知があったので、同条第３
項の規定により公告する。 
    平成２２年１月２６日 
                                                熊本県知事 蒲   島   郁   夫 
    作 業 種 類     作 業 期 間   作 業 地 域 
公共測量（玉東町地形図作  
成） 

平成２１年１２月２５日から

平成２２年３月１０日まで 
玉東町内一円 



 平成 22 年 1 月 26 日 火曜    熊 本 県 公 報          第１１８７６号 16 

 
 
熊本県公告第３７号 
  測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第１４条第２項の
規定により山鹿市長から次のとおり公共測量が終了した旨の通知があったので、同条第３
項の規定により公告する。 
    平成２２年１月２６日 
                                                熊本県知事 蒲   島   郁   夫    

    作 業 種 類     作 業 期 間   作 業 地 域 
公共測量（都市基準点の  
設置） 

平成２１年１０月２６日から 

平成２１年１２月２５日まで 
山鹿市熊入及び方保田の

一部地域 
 

 
熊本県公告第３８号 
 次に掲げる土地改良事業に伴う工事が完了したので、土地改良法（昭和２４年法律第１
９５号）第１１３条の２第２項の規定に基づきこの旨を公告する。 
  平成２２年１月２６日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
 事業名 地区名  工事着手年月日  工事完了年月日  事業主体

 農業用用   
 排水施設 

菰屋  平成２１年８月１２日  平成２１年９月３０日      荒尾市 

 
 
熊本県公告第３９号 
 都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条第１項の許可に係る開発行為に関す
る工事が完了したので、同法第３６条第３項の規定により次のとおり公告する。 
  平成２２年１月２６日 
                                                熊本県知事   蒲 島 郁 夫 
１ 開発区域又は工区に含まれる地域の名称及び面積 
    （６－１工区） 

 菊池郡大津町美咲野三丁目１７３６番６、同１８４７番１、同１８５２番１、同１８
５４番２、同１８５４番３、同１８５４番４、同１８５５番５、同２２８４番９、同２
２９３番５、同２２９３番１５、同２４１６番１、同２４１８番４、同２４１８番７、
同美咲野四丁目１８４７番９の一部、同１８５４番１の一部、同２２８４番８、同２４
１６番５及び同２４１８番５の一部 

  １３，６６３．２６平方メートル 
２ 開発許可を受けた者の住所及び氏名（名称） 
  福岡市博多区博多駅前３丁目２５番２１号 
  九州旅客鉄道株式会社 
  東京都港区虎ノ門１丁目２０番１０号 
  西松建設株式会社 
  東京都港区芝浦１丁目２番３号 
  清水建設株式会社 

 
 
熊本県公告第４０号 
  県営御領南地区（１工区）土地改良事業（区画整理）施行に係る換地処分を行った。 
    平成２２年１月２６日 
                                                熊本県知事   蒲 島 郁 夫    

 
 
熊本県公告第４１号 
  県営御領南地区（２工区）土地改良事業（区画整理）施行に係る換地処分を行った。 
    平成２２年１月２６日 
                                                熊本県知事   蒲 島 郁 夫 

 
 
熊本県公告第４２号 
 天草市に事務所を置く本渡土地改良区の役員が次のとおり退任した旨の届出があった
ので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１８条第１７項の規定により公告する。 
  平成２２年１月２６日 
                        熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
 役職名     氏   名    住  所 

 退任   
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 理事      塩先 康雄   天草市楠浦町２２２番地  
 

 
熊本県公告第４３号 
  政府調達に関する協定の適用を受ける役務の調達について、次のとおり総合評価一般競
争入札に付する。 
    平成２２年１月２６日 
                                              熊本県知事 蒲 島 郁 夫    
１  競争入札に付する事項 
 (１) 業務委託名 
    平成２２年度熊本県庁舎等清掃業務委託  
  (２)  業務委託の内容 
    入札説明書及び仕様書による。 
  (３)  委託期間 
        平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日まで 
  (４)  履行場所 
        熊本市水前寺六丁目１８番１号 
    熊本県庁舎他 
 (５)  入札金額等 
    ア  入札金額は、本委託業務に要する費用の総額とする。 
    イ  落札者決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の５パーセントに 
   相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金 
   額を切り捨てるものとする。）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税及 
   び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 
   契約希望金額の１０５分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 
    ウ  入札説明書及び仕様書等に特段の定めがない事項については、熊本県競争契約入 
   札心得（昭和３９年熊本県告示第４２０号）の規定を準用する。 
    エ  入札書は、入札説明書に示す様式により作成すること。 
 （６） 最低制限価格等の設定 

ア 本競争入札には、最低制限価格を設けていない。   
イ 本競争入札には、低入札価格調査の対象となる基準価格を設けている。 

 （７） その他 
    ア 本競争入札は、紙入札案件である。  
  イ  本競争入札は、競争入札参加資格確認のため、入札前に３に記載する競争入札参 
   加確認申請書及び確認資料の提出が必要な入札である。 
２  入札参加者の資格に関する事項 
  次に掲げる条件をすべて満たす者であること。 
  (１) 物品購入契約等及び業務委託契約に係る競争入札参加者の資格等に関する要綱 
   （平成１８年熊本県告示第５２１号。以下「要綱」という。）第６条の規定により 
   入札参加資格者として入札参加者名簿の営業種目「庁舎清掃」に登録された者であ 
   ること。 
        なお、入札参加資格を有しない者は、次により入札参加資格審査の申請を行うこ 
    と。 

ア 入札参加資格審査申請の受付期間 
 平成２２年１月２６日(火)から平成２２年２月８日(月)まで（閉庁日を除く。）
の午前８時３０分から午後５時までとする。 
 ただし、受付期間の終了後も入札書締切予定日時まで随時受け付けるが、この場
合には、資格審査が入札に間に合わないことがある。 

イ 入札参加資格審査申請書の提出先及び申請に関する問い合わせ先 
熊本県出納局管理調達課 管理審査班（県庁行政棟本館２階） 
郵便番号 862-8570 熊本市水前寺六丁目１８番１号 
電話番号 096-333-2581（ダイヤルイン） 

ウ 申請の方法 
 要綱第３条第１項に定める「入札参加資格審査申請書」に必要書類を添付し、持
参又は郵送（書留郵便に限る。）により提出すること。 
 なお、申請様式及び提出書類の詳細については、熊本県ホームページの「申請書
様式ダウンロード」のページで確認することができる。 

エ 資格審査結果の通知 
資格審査の結果は、資格審査結果通知書により通知する。 

  (２)  過去５年の間に、年間を通じた建物の清掃業務契約の日常清掃延床面積が１万平
方メートル以上（駐車場、倉庫及びこれらに類する建物を除き、同一敷地内、同一
契約に限る。）の実績がある者であること。 

  (３)  会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てを行っ
た者又は申立てをされた者にあっては、当該申立てに係る更生計画認可決定を受け
ていること。 

  (４)  民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てを行っ 
た者又は申立てをされた者にあっては、当該申立てに係る再生計画認可決定を受け 
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ていること。 
  (５)  入札及び開札の時点において、熊本県物品購入等及び業務委託等契約に係る指名

停止等の措置要領（平成１４年熊本県告示第８１１号）による指名停止期間中でな
いこと。 

３ 入札参加のための確認申請 
本競争入札に参加を希望する者は、２の（２）～（５）に示す要件を満たしているか

の確認を受けるため、次により入札説明書に定める「競争入札参加資格確認申請書」及
び確認資料（以下「申請書等」という。）を提出しなければならない。 

なお、提出期間内に申請書等を提出しない者及び確認の結果、要件を満たしていない
と認められた者は、本競争入札に参加することができない。 

  (１)  提出方法及び提出場所 
申請書等を５に示す場所に持参又は郵送すること。 
なお、郵送の場合は、提出期間内に必着（書留郵便に限る。）すること。 

  (２） 提出期間                                                  
平成２２年１月２６日（火）から平成２２年２月１０日（水）午後５時まで（閉

庁日を除く。）に提出すること。 
  (３)  確認結果の通知 

確認の結果は、書面により通知する。 
４  契約実績届等の提出 

３により競争入札参加資格があると決定された者は、入札説明書に添付の「熊本県庁
舎等清掃業務委託に係る提出書類」（以下「提出書類一覧」という。）の「発注元評価」
項目に掲げる提出書類を下記期日までに提出しなければならない。 

  (１)  提出方法及び提出場所 
提出書類を５に示す場所に持参又は郵送すること。 
なお、郵送の場合は、提出期限内に必着（書留郵便に限る。）すること。 

  (２)  提出期限                                                  
平成２２年２月１９日（金）午後５時まで（閉庁日を除く。）に提出すること。 

５  契約条項を示す場所 
    熊本県総務部管財課総務・管理班（県庁行政棟本館２階） 

郵便番号 862-8570 熊本市水前寺六丁目１８番１号 
電話番号 096-333-2090 ファックス番号 096-384-3792 

６  入札手続等 
  (１)  入札に関する事務を担当する部局の名称 
        ５に記載のとおり 
  (２)  入札説明書及び仕様書等の交付期間及び場所 
    ア  交付期間 
        平成２２年１月２６日（火）から平成２２年２月１０日（水）まで（閉庁日を除 
   く。）の午前８時３０分から午後５時までとする。 
    イ  交付場所 
        ５に記載の場所で交付する。ただし、様式類については、電子入札システムホー 
   ムページ（入札情報公開サービスシステムの入札公告等情報）に掲載する。 
 (３)  入札及び開札の日時及び場所 
    ア  日時 
        平成２２年３月８日（月）午前１０時 
    イ  場所 
        熊本市水前寺六丁目１８番１号 熊本県庁行政棟本館７階 ７０１会議室 
 (４)  入札書及び提出書類一覧に掲げる提出書類（４の書類を除く）の提出方法 
        （３）記載の入札場所に持参するものとする。ただし、持参できないときは、５ 
   に記載の場所に平成２２年３月５日（金）午後５時までに必着するよう郵送（書留 
   郵便に限る。）すること。 
 (５)  開札の方法 

開札は、入札に参加した者又はその代理人の立会いのもとに行うものとする。こ
の場合において、入札に参加した者又はその代理人が立会わない場合は、入札執行
事務に関係のない職員を立会わせてこれを行う。 

  (６)  入札の回数 
  入札回数は２回までとする。開札後、予定価格の範囲内の価格をもって申し込み
をした者がいないときは、再入札を行う。 
  なお、入札書を郵送した者で再入札書の提出がなかった者は再入札を辞退したも
のとみなす。 

７  その他 
  (１)  入札、契約手続等において使用する言語及び通貨 
        日本語及び日本国通貨とする。 
  (２)  入札保証金 
        免除する。 
  (３)  無効の入札 
        次のいずれかに該当する入札は、無効とする。 
    ア  競争入札に参加する資格を有しない者のした入札 
    イ  委任状を提出しない代理人のした入札 
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    ウ  記名押印を欠く入札 
    エ  金額を訂正した入札 
    オ  誤字脱字等により意思表示が不明瞭である入札 
    カ  明らかに連合によると認められる入札 
    キ  同一事項の入札について他人の代理人を兼ね、又は２人以上の代理をした者の入 
   札 
    ク  ２以上の意思表示をした入札 
    ケ  民法（明治２９年法律第８９号）第９５条に基づく錯誤による入札であると入札 
   執行者が認めた場合の入札 
    コ  その他入札に関する条件に違反した入札 
  (４)  入札に参加する者が連合し、又は不穏な行動をなす等の場合において、入札を公 
   正に執行することができないと認められるときは、当該入札参加者を入札に参加さ 
   せず、入札の執行を延期し、若しくはこれを取りやめることがある。 
  (５)  入札者は、その提出した入札書の引換え、変更又は取消しをすることができない。 
  (６)  落札者の決定方法 
    ア 予定価格の制限の範囲内の入札価格による有効な入札書を提出した者にあっては、 
   イ、ウの方法により評価を行う。 
  イ 提出書類一覧に掲げる提出書類の内容を審査し、別表「熊本県庁舎等清掃業務委 
   託評価基準」の履行体制及び契約実績の項目について、評価に応じ５０点の範囲内 
   で評価点（以下「品質評価点」という。）を与える。 

ウ 入札価格に係る評価点（以下「価格点」という。）として、入札価格が低入札価
格調査基準価格以下の場合は一律最高点（５０点）を、入札価格が低入札価格調査
基準価格を超える場合は低入札価格調査基準価格を当該入札価格で除して得た率を
最高点に乗じて算出（小数点以下切捨て）した評価点を与える。 
  なお、入札価格が予定価格を超える場合は、落札候補者としない。  

エ 上記イにより算出された品質評価点、上記ウにより算出された価格点の合計点数
が最も高い者を落札者とする。 

オ 品質評価点及び価格点の合計点数の最も高い者が２者以上あるときは、品質評価
点が最も高い者を落札者とする。また、品質評価点及び価格点の合計点数並びに品
質評価点の最も高い者が２者以上あるときは、入札価格が低い者を落札者とする。 
 なお、この場合においてさらに入札価格が同じ場合にあっては、当該入札者にく
じを引かせ、落札者を決定するものとする。この場合において、当該入札者のうち
開札に立会わない者があるときは、これに代えて当該入札執行事務に関係のない職
員にくじを引かせるものとする。 

カ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の１０第１項の規定に
基づき、低入札価格調査の対象となる基準価格を設けているため、ア～オにより落
札者となるべき者の当該入札価格が、その基準価格を下回るときは、落札者となら
ない場合がある。 

 (７)  契約の締結 
  ア 契約書作成の要否   
    要 

イ 契約の締結期限  
  落札者決定の日から１４日以内とする。 
ウ 落札者からの契約締結の申出期限  

    落札者決定の日から７日以内とする。 
  (８)  契約保証金 
        契約しようとする者は、契約担当者が指定する日時までに、契約金額の１００分 
   の１０以上の金額を納付しなければならない。ただし、次のア又はイのいずれかに 
   該当するときは、契約保証金の納付が免除される。 
    ア 契約しようとする者が、契約保証金以上の金額につき、保険会社との間に県を被 
   保険者とする履行保証保険契約を締結し、当該履行保証保険契約に係る保険証券を 
   提出したとき。 
    イ  契約しようとする者が、過去２年の間に国又は地方公共団体とこの入札に付する 
   事項と種類及び規模をほぼ同じくする契約を２回以上にわたって締結し、かつ、こ 
   れらをすべて誠実に履行したことを証する書類を提出したとき。（その者が、契約 
   を履行しないこととなるおそれがないと認められるときに限る。） 
  (９)  その他落札者決定基準及び詳細内容については、入札説明書による。 
 （10） この調達は、世界貿易機関（ＷＴＯ）に基づく政府調達に関する協定の適用を受 
      ける。 
８  Summary 
 (1) Name and content of consignment 
   Cleaning Service of Kumamoto Prefectural Government Buildings 
  (2) Date and Place to submit bidding proposal 

10:00 a.m., March 8, 2010 
701Room (Prefectural Government Main Building,7th floor) 

  (3) Contact information 
      Property Management Division 
      Kumamoto Prefectural Government  
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      6-18-1 Suizenji,Kumamoto-city,Japan  
      Phone: 096-333-2090  
   
別表 

熊本県庁舎等清掃業務委託  評価基準

大項目 小項目

価格評価
入札金額の評
価

①低入札価格調査基準価格以下の金額で入札を行った者の価格評価点を一律最高
点（５０点）とする。なお、入札額が低入札における調査基準額に満たない場合は、低
入札価格調査の対象となる。
※低入札価格調査基準価格以下の金額で入札を行った者の価格評価点に差は生じ
ない。
②低入札価格調査基準価格を超える金額で入札を行った者の価格評価点は、低入
札価格調査基準価格を当該入札価格で除して得た率を価格評価点の最高点に乗じ
て算出する（小数点以下切捨て）。
※入札額が予定価格を超える場合は、落札候補者としない。

50 50

従事する従業員
数

本業務の日常清掃に従事する従業員数（固定して勤務する者で１日８時間勤務に換
算した人数）について評価する。
※週の平均の人数による。

12

従事する資格者
数

資格（建築物環境衛生管理技術者、ﾋﾞﾞﾙｸﾘｰﾆﾝｸﾞ技能士）を有する本業務に従事する
従業員数について評価する。
※建築物環境衛生管理技術者にあっては、２人目以降を評価の対象とする。
※本業務の日常清掃に１日８時間以上従事する正規に雇用される者に限る。
※建築物環境衛生管理技術者とは、建築物における衛生的環境の確保に関する法
律第７条に定める免状を有する者をいう。
※ﾋﾞﾞﾙｸﾘｰﾆﾝｸﾞ技能士とは、職業能力開発促進法第４４条に定める技能検定に合格し
た者をいう。

6

従事する者の社
会保険の加入
状況

本業務に従事する従業員の社会保険（健康保険・厚生年金保険）の加入状況を評価
する。
※分母となる従事する従業員には、短時間労働者等も含む。

4

従事する従業員
の勤続月数

本業務に従事する予定の従業員の勤続月数を中央値により評価する（平成２２年１月
１日現在）。 9

顧客満足向上
への取り組み及
び苦情処理体
制

本業務における顧客満足向上への取り組み及び苦情処理体制について評価する。 3

自己検査体制
本業務における自己検査体制の内容について評価する。
※自己検査体制とは、事業者が自ら業務の仕上がりの程度をチェックし、その結果を
受けて再度清掃を行なったり、日常清掃業務にフィードバックする体制をいう。

2

研修体制

本業務に従事する従業員において、H22.4.1からH22.12.31までに、技術向上のため
の研修計画の有無及び研修計画内容等により総合的に評価する。
※清掃技術向上研修に限る
※社内研修を含む
※業務中に行なう指導・研修は除く。

2

清掃契約実績

過去５年間（暦年契約の場合：H17.1～H21.12の間、年度契約の場合：H16.4～H21.3
の間）で、日常清掃の延べ床面積１万㎡以上の同一建物（駐車場・倉庫及びこれらに
類する建物を除き、同一敷地内、同一契約に限る。）を通算３年以上の契約実績があ
り、履行した件数を評価する。
※下請け受注分は除くこと。
※発注者、受注者が、親会社･子会社の関係の場合の契約分は除くこと。（親会社･子
会社の定義は連結財務諸表原則第三の一の２による）
※発注者、受注者のいずれかの役員が、民法第７２５条の規定する親族関係である場
合の契約分は除くこと。

4

発注元評価

過去３年間（暦年契約の場合：H19.1以降のもの、年度契約の場合：H19.4以降のもの
で継続中のものを含む）で、日常清掃の延べ床面積５千㎡以上の建物（駐車場・倉庫
及びこれらに類する建物を除き、同一敷地内、同一契約に限る。）の契約実績の中か
ら２件を選定し、その発注元による評価を評価する。
※下請け受注分は除くこと。
※発注者、受注者が、親会社･子会社の関係の場合の契約分は除くこと。（親会社･子
会社の定義は連結財務諸表原則第三の一の２による）
※発注者、受注者のいずれかの役員が、民法第７２５条の規定する親族関係である場
合の契約分は除くこと。
※実績物件の選定及び実施状況の評価依頼は、入札実施者が行なう。
※入札参加資格者のうち、発注元からの回答が全くなかった企業が１社でもあれば、
この「発注元評価」は評価項目から除外する。

8

100 100

契約実績

履行体制

合　　　　　　　　　計

配点
大項目 小項目 評価内容

12

38
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熊本県公告第４４号 
 平成２１年１１月８日に実施した平成２１年度行政書士試験の合格者を次のとおり決
定した。 
  平成２２年１月２６日 
                                               熊本県知事 蒲 島 郁 夫 

  受験番号   受験番号   受験番号   受験番号 
 ８５１００１２  ８５１０１５７   ８５１０２９９  ８５１０５４５ 
 ８５１００１８   ８５１０１６１   ８５１０３２９  ８５１０５５１ 
 ８５１００３１   ８５１０１９２   ８５１０４０４  ８５１０５６０ 
 ８５１００３７   ８５１０２０９  ８５１０４５９   ８５１０５９６ 
  ８５１００５８   ８５１０２１２  ８５１０４７２   ８５１０７５５ 
  ８５１００６０  ８５１０２２１  ８５１０４７５   ８５１０８５４ 
  ８５１００７３  ８５１０２６７   ８５１０４８５   ８５１０８６０ 
 ８５１０１０５   ８５１０２９２   ８５１０４９９ 
 ８５１０１２６   ８５１０２９４   ８５１０５２９ 

   

 
 
 
 
 
熊本県社会福祉審議会公告第１号 
平成２１年度熊本県社会福祉審議会の会議を次のとおり開催する。 
  平成２２年１月２６日 
                         熊本県社会福祉審議会委員長 
１ 開催日時 
  平成２２年２月９日（火）午後２時から（３時間程度） 
２ 開催場所 
   熊本県庁新館２階 多目的ＡＶ会議室（熊本市水前寺六丁目１８番１号） 
３ 議題 
 （１）地域福祉の推進について 
  （２）児童福祉の推進について 
 （３）高齢者福祉の推進について 
  （４）障がい者福祉の推進について 
 （５）その他 
４ 傍聴者の定員 
    １０人 
５ 傍聴手続 
  （１）傍聴希望者は、会議の開催予定時刻までに、当該会議の会場において受付のうえ、 
   事務局の指示に従い、会議の会場に入ることができる。 
  （２）傍聴手続は、先着順で行い、定員になり次第終了する。 
６ 問い合わせ先 
    熊本市水前寺六丁目１８番１号 
    熊本県社会福祉審議会事務局（熊本県健康福祉部健康福祉政策課内） 
    （電話０９６－３３３－２１９３） 

 
 
有明地域保健医療推進協議会公告第１号 
 平成２１年度有明地域保健医療推進協議会の会議を次のとおり開催する。 
 なお、当該会議の傍聴手続きは、次のとおり。 
  平成２２年１月２６日 
                       有明地域保健医療推進協議会長 
１ 開催日時 
  平成２２年２月９日（火）午後２時２０分から午後４時まで 
２ 開催場所 
  玉名市岩崎１５２番地２ 玉名市民会館 
３ 議題 
 （１）救急医療専門部会報告 
 （２）第５次有明地域保健医療計画の推進について 
 （３）その他 
４ 傍聴者の定員 
  １０人 

 登載依頼 
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５ 傍聴手続 
 （１）傍聴希望者は、会議の開催予定時刻までに、当該会議の会場において受付のうえ、

事務局の指示に従い、会議の会場に入ることができる。 
 （２）傍聴の手続きは、先着順で行い、定員になり次第終了する。 
６ 問い合わせ先 
  熊本県玉名市岩崎１００４－１ 

有明地域保健医療推進協議会事務局（熊本県有明保健所総務企画課内） 
（電話 ０９６８－７２－２１８４） 

 
 
 上益城地域保健医療推進協議会公告第１号 
 平成２１年度上益城地域保健医療推進協議会を次のとおり開催する。 
 なお、当該会議の傍聴手続は、次のとおり。 
  平成２２年１月２６日 
                                     上益城地域保健医療推進協議会長 
１ 開催日時 
  平成２２年２月１８日（木） 
  午後３時３０分～５時 
２ 開催場所 
  上益城地域振興局 ３階大会議室 
３ 内容 
 （１）第１回救急医療専門部会（健康危機管理推進会議）の報告について 
 （２）第５次上益城地域保健医療計画進捗状況について 
 （３）新型インフルエンザについて 
 （４）その他 
４ 傍聴者の定員 
  １０人 
５ 傍聴手続 
 （１）傍聴希望者は、会議の開催予定時刻までに、傍聴希望者名簿に氏名住所を記入し、

事務局の指示に従って会場に入室する。 
  （２）傍聴の受付は原則として先着順で行い、定員になり次第終了する。 
６ 問い合わせ先 
  熊本県上益城郡御船町辺田見４００番地   
  熊本県上益城地域保健医療推進協議会事務局 
  （熊本県御船保健所総務企画課） 
   （電話０９６－２８２－００１６） 

 
 
公告 
 熊本県環境影響評価条例施行規則（平成１２年熊本県規則第５６号）第５０条第１項の
規定により読み替えて適用される熊本県環境影響評価条例（平成１２年熊本県条例第６１
号）第５条第１項の規定に基づき、西部環境工場代替施設整備事業環境影響評価方法書を
作成したので、同規則第５０条第１項の規定により読み替えて適用される同条例第７条の
規定により、次のとおり公告し、関係書類を縦覧に供する。 
  平成２２年１月２６日 
                         熊本市長 幸 山 政 史    
１ 都市計画決定権者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地 

（１） 名称 熊本市 
（２） 代表者の氏名 熊本市長 幸山 政史 
（３） 主たる事務所の所在地 熊本市手取本町 1 番 1 号 

２ 都市計画対象事業の名称、種類及び規模 
（１） 名称 西部環境工場代替施設整備事業 
（２） 種類   一般廃棄物処理施設（ごみ焼却施設）の設置事業 
（３） 規模   一日当たりの処理能力 約３４０トンから４００トン 

３ 都市計画対象事業実施区域の位置 
  熊本県熊本市小島二丁目及び城山薬師二丁目の各一部 
４ 都市計画対象事業に係る環境影響を受ける範囲であると認められる地域 
  熊本県熊本市の一部（都市計画対象事業実施区域周辺） 
５ 方法書の縦覧の場所、期間及び時間 

（１） 場所 
 ア 熊本市役所（１１階 都市計画課、１階 市政情報プラザ及び７階 環境施設整  

備室） 
  イ   熊本市西部市民センター 
 ウ 熊本県庁（行政棟新館１階情報プラザ） 
（２） 期間 平成２２年１月２６日（火）から平成２２年２月２５日（木）まで（土

曜日、日曜日及び祝日を除く。） 
（３） 時間 午前８時３０分から午後５時まで 
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６ 意見書の提出期限及び提出先その他意見書の提出に必要な事項 
  方法書について環境の保全の見地からの意見を有する者は、書面で次により都市計画  
 決定権者に提出することができる。 

（１） 提出期限 平成２２年３月１１日（木） 
（２） 提出先 〒８６０－８６０１  熊本市手取本町１番１号 

         熊本市都市建設局都市政策部都市計画課 
（３） 意見書の提出に必要な事項 

    意見書には次に掲げる事項を記載すること。 
ア 意見書を提出しようとする者の氏名及び住所（法人その他の団体にあってはその

名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地） 
イ 意見書の提出の対象である方法書の名称 
ウ 方法書についての環境の保全の見地からの意見及びその理由（日本語により記載

すること。） 
７ 問い合わせ先 
  熊本市手取本町１番１号 
  熊本市都市建設局都市政策部都市計画課 
    電話０９６－３２８－２５０２  

 
 
熊本県国土利用計画審議会公告第１号 
 熊本県国土利用計画審議会の会議を、次のとおり開催する。 
  平成２２年１月２６日 
                    熊本県国土利用計画審議会 会長 鈴 木 康 夫    
１ 開催日時 
  平成２２年１月２９日（金） 
  午前１０時３０分から正午（予定）まで 
２ 開催場所 
  熊本市水前寺六丁目１８番１号 
  熊本県庁行政棟本館５階 審議会室 
３ 議題 
 （１）熊本県土地利用基本計画の変更（案）について 
 （２）その他 
４ 傍聴者の定員 
  ５人 
５ 傍聴手続き 
 （１）傍聴希望者は、会議の開催予定時刻５分前までに、当該会議の会場において、事 
   務局の指示に従って会場に入ることができる。 
  （２）傍聴の手続きは、先着順に行い、定員になり次第終了する。 
６ 問い合わせ先 
  熊本県熊本市水前寺六丁目１８番１号 
  熊本県国土利用計画審議会事務局 
  （熊本県地域振興部地域政策課 土地利用対策班内） 
  （電話０９６－３３３－２１７０） 
 


